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ま え が き 

 

 これまで、我が国の企業（特に大企業）では、企業金融の面で間接金融方式

を主軸に資金調達を行い、同時に銀行や関連会社との株式の持ち合いを行うこ

とで、銀行や関連会社などの利害関係者と長期的な取引関係を構築してきた。

いわゆるメインバンク制度に代表されるような制度補完的な関係により、日本

企業ではより長期的な視野に立った経営が行われてきたとの指摘もなされて

きた。 

しかしながら、80 年代からの金融市場における段階的な規制撤廃により、我

が国の大企業も金融市場から直接資金調達を行うようになり、バブル経済崩壊

後の金融機関の不良債権問題から、株式持ち合いは徐々に解消され、株主の利

益をより重視するようになってきた。さらに、90 年代後半になると、外国人（多

くはファンド）が日本企業の株式を購入するようになり、日本企業はますます

株主の声を意識しながら企業経営に当たることを迫られるようになった。加え

て、昨今では、企業の不祥事が相次ぐ中で、企業の社会的責任（ CSR）が問わ

れることとなり、企業経営にかかわる利害関係者は、株主のほかにさらなる広

がりを見せている。 

これらの変化を踏まえ、当機構では、2005 年 10 月に「企業のコーポレート

ガバナンス・CSR と人事戦略に関する調査」を実施した。本報告書ではアンケ

ート結果をまとめるとともに、以下の五つの視点から計量的な分析も加えてい

る。すなわち、①企業が重視する利害関係者が与える人事戦略への影響、②経

営者の属性が人事戦略に与える影響、③コーポレートガバナンスのあり方が企

業のリストラ行動に与える影響、④経営者の属性が経営効率に与える影響、及

び⑤コーポレートガバナンスが企業の女性活用に与える影響――である。 

本報告書が、今後の労働法政策のあり方や企業の人事制度改革に関する議論

に資することができれば幸いである。 

最後に、本調査の分析にあたってご協力いただいた、阿部正浩・獨協大学助

教授、川口章・同志社大学教授、熊迫真一氏（早稲田大学大学院）、野田知彦・

大阪府立大学教授、星岳雄・カリフォルニア大学教授に心より感謝を申し上げ

る。 
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独立行政法人 労働政策研究･研修機構 

理事長  小   野     旭   
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